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今日のトピックス 

１．特許出願をめぐる世界の動向 

  －グローバルな権利取得を支えるＰＣＴ制度－ 

 

２．ユーザーの声（調査研究報告より） 

 

３．より良い制度とするために     
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（出典）科学技術指標２０１１ 

世界における研究開発費の推移 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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中期的（今後３年程度）の海外事業※計画にかかる見通しに関し、 

「海外事業を強化」と回答した 

中堅・中小企業（％） 我が国製造業の海外生産比率の推移
（％） 

実績 
見通し 

中期的計画 

*「海外事業」の定義： 

海外拠点での製造、販売、研究開発、調達、生産の外部委託などの
活動を含む。 

１．特許出願をめぐる世界の動向 

出典：産業構造審議会 第１４回通商政策部会資料  

出典：国際協力銀行（JBIC）によるアンケート調査（2011年7-9月） 

我が国企業の海外展開の加速 
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【我が国企業の海外生産拠点数】 【我が国企業の海外生産比率と海外売上高比率】 

（出典）国際協力銀行（JBIC）「2011年度海外直接投資アンケート結果（第23回）」から引用。 

     http://www.jbic.go.jp/ja/about/press/2011/1202-01/PDF.pdf 

我が国企業の海外展開の加速 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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【全世界の特許出願件数の推移】 

（出願年） 
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【日本人の特許出願構造の変化】 
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（出典）WIPO統計データより特許庁作成 

33.4万件 

7.1万件 17.2万件 

29.0万件 

計46.2万件 

海外18% 
米 4.0万 
欧 0.9万 
中 0.4万 
韓 0.8万 

海外37% 
米 8.4万 
欧 2.2万 
中 3.4万 
韓 1.4万 

海外への特許出願の増加 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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WIPO PCT NEWSLETTER 

        特許協力条約（PCT）加盟国 

• １９７８年発効 

• 締約国 :１４６ （2013年3月現在） 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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  発明 

③ 特許性があるかの見解が得られる。 
（新規性・進歩性・産業上の利用可能性） 

 

② 全てのＰＣＴ加盟国に 
対して出願日を確保できる。 

 

①自国の言語、統一の 

様式で出願できる。 

④ 各国で実体審査を 
受けるか否かを判断 
するまでに原則３０月 
の余裕がある。 

＜国際出願制度を利用すると･････＞ 

１．特許出願をめぐる世界の動向 



9 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

PCT Total 636 2,588 3,697 4,100 4,568 4,875 5,648 7,290 8,100 9,563 12,52 14,85 19,80 22,90 25,41 29,14 34,20 40,00 48,21 57,06 67,06 76,35 93,23 108,2 110,3 115,2 122,6 136,7 149,6 159,9 163,2 155,4 164,2 2E+0

PCT rec'vd by RO/JP 70 330 334 431 479 465 633 733 672 1,049 1,346 1,341 1,742 1,806 1,739 1,934 2,305 2,772 3,896 4,921 6,022 7,429 9,447 11,68 13,87 17,09 19,87 24,29 26,42 26,93 28,02 29,29 31,52 37974

1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

条約発効（1978年）から2011年4月までで 
世界で出願された国際出願の累計が ２００万件 に到達 

最初の100万件は、条約発効から 
26年後の2004年に達成 

次の100万件を達成したのは、 
最初の100万件の達成から 
わずか6年後の2011年。 

日本が2011年に受理した国際出願件数：  37,974件 ( 20%増) 

世界が2011年に受理した国際出願件数：181,900件 (10.7%増) 

※２０１０年は速報値（ＷＩＰＯ統計より） 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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日本 

米国 

中国 

※日本のPCT加
盟は1978年10月 

PCTに基づく国際出願件数の増加 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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トップ１００はこちらから 
International Patent Filings Set New Record in 2011 
Geneva, March 5, 2012 PR/2012/703 Annex 2 
http://www.wipo.int/pressroom/en/articles/2012/article_0001.html 

2011年PCT出願人トップ10 

１(2)    ZTE Corporation (CN) 2,861 
２(1)    パナソニック株式会社 (JP) 2,463  
３(4)    Huawei Technologies Co., Ltd (CN) 1,831  
４(8)    シャープ株式会社 (JP) 1,755  
５(6)    Robert Bosch GmbH (DE) 1,518 
６(3)    Qualcomm Incorporated (US) 1,494  
７(11) トヨタ自動車株式会社(JP) 1,417 
８(7)    LG Electronics Inc. (KR) 1,336  
９(5)    Koninklijke Philips Electronics N.V.(NL) 1,148  
10(9)   Telefonaktiebolaget LM Ericsson (SE) 1,116  
11(10)日本電気株式会社 (JP) 1,056  

※( )内は2010年の順位、末尾の数字は件数 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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日本国特許庁が受理するPCT出願件数 

日本国特許庁への特許出願件数は2009年以降下げ止まり 

日本国特許庁が受理するPCT出願件数の増加 

 (2011年のPCT出願件数は、前年比20%増) 

                     グローバルな特許出願の増加 

１．特許出願をめぐる世界の動向 
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今日のトピック② 

２．ユーザーの声（調査研究報告より） 
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PCT国際出願制度における手続の課題に関する調
査研究 （平成２４年度） 

我が国においてPCT国際出願を一定程度利用している企業
等1033者及び特許事務所等104者、合計1,137者に対して、本
調査研究に関するアンケート調査を実施。574者（回収率
50.5%）から回答を入手。 

国内アンケート調査結果を参考に、企業13者及び特許事務
所7者に対して、別途ヒアリング調査。  

米国2者、欧州2者、韓国2者の各国企業の計6者に対して、国
内ヒアリング調査におおよそ準じたヒアリング調査を実施。  

２．ユーザーの声 
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◆ 出願ルート判断基準は？ 

◆ PCTルートのメリット は？ 

◆ 国際調査機関の選択は？ 

◆ 国際調査報告の活用目的は？ 

◆ 19条補正は利用してる？ 

◆ 国際予備審査及び34条補正は？ 

◆ 国際補充調査は？ 

 

 

PCT国際出願のメリット 

２．ユーザーの声 
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方法（その１）直接出願（パリルート） 

方法（その２）ＰＣＴ出願 

特
許 

発
明 

拒絶 

特
許 

Ａ願書 Ａ国 特許庁 出願公開 

Ｂ願書 Ｂ国 特許庁 

Ｃ願書 Ｃ国 特許庁 出願公開 

特
許   実体審査 

  実体審査 

  実体審査 

各国で行っていた方式的な処理を条約により一本化！ 

 

  

  国際出願日の認定  

拒絶 

 ＰＣＴ出願をした日が、その時点で有効な全て
のＰＣＴ加盟国での「出願日」とみなされる。 

特
許 

ＰＣＴ 
願書 

受理 

官庁 
国際調査 国際公開 

実体 

審査 Ｂ国 
特許庁 

発
明 

Ｃ国 
特許庁 

Ａ国 
特許庁 

実体 

審査 

実体 

審査 

翻
訳 

翻
訳 

翻
訳 

実体審査は 

各国の判断 

２．ユーザーの声：直接出願 or PCT出願？ 
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国
際
調
査
報
告 

国
際
調
査
見
解
書 

Ｐ
Ｃ
Ｔ
出
願 

０ヶ月 

優
先
日 

国
際
公
開 

国
内
移
行 

国
際
予
備
審
査 

PCT制度の主な期間 

優先日から9月又は 

調査用写しの受領日から3月 

のどちらか遅い日までに作成 

パリ優先権主張の基礎出願日から 
12月以内又は直接PCT出願 

１２ヶ月 １６ヶ月 １８ヶ月 ２２ヶ月 ３０ヶ月 

◆予備審査請求（任意手続）  
優先日から２２月又は 
調査報告送付日から３月 
のどちらか遅い日まで 
⇒優先日から28月までに作成 

２．ユーザーの声：直接出願 or PCT出願？ 
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出願ルート判断基準 

42.3%

11.9%

37.7%

5.9%

3.8%

2.9%

4.2%

0.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

出願予定国数

出願までの時間的制約

各国における権利化要否判断の
為の時間的猶予の必要性の有無

国際調査報告の必要性の有無

PCTの加盟国か非加盟国か

JST（科学技術振興機構）の
海外出願支援を受ける為

その他

無回答

２．ユーザーの声：直接出願 or PCT出願？ 
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PCTルートのメリット  

79.9%

30.2%

54.7%

10.3%

9.8%

23.5%

42.1%

1.5%

0.8%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

権利化要否や国内移行が必要な国を
判断するまでの時間的猶予が得られること

複数国での権利化の手続きが容易である

国際調査及び予備審査が
国内移行の要否の判断に役立つ

国際段階での一括補正が可能なこと

各国段階移行後でも
誤訳などの修正が可能なこと

各国での翻訳費用や
出願関係費用の先送りができる

日本語出願が可能である

国際調査手数料の返還制度がある

その他

無回答

２．ユーザーの声：直接出願 or PCT出願？ 
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２．ユーザーの声：直接出願 or PCT出願？ 

図６－５）パリルート出願特許取得に要する費用構成（1件当たり）
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平成１９年度産業財産権制度各国比較調査研究報告書より 

（参考） 
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図７－９）ＰＣＴ５ヶ国出願、１ヶ国当りの特許取得費用
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出願移行国特許庁への支払い

その他の国際調査機関、国際予備審査機関への支払い

受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関としての日本国特許庁への支払い＋国際事
務局への支払い(注：合算した結果を示した）

日本国特許庁への支払い

２．ユーザーの声：直接出願 or PCT出願？ 

平成１９年度産業財産権制度各国比較調査研究報告書より 

（参考） 
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国際調査機関 (ISA) 

ISAとして国際調査を実施している機関（１５機関）    
◆日本､ オーストリア､ オーストラリア､ カナダ､ 中国､ ＥＰＯ､ ブラジル 
フィンランド､ 韓国、ロシア、スペイン、スウェーデン、米国､ 北欧特許庁、 
イスラエル  
◆日本を受理官庁とした場合は、日本、又はＥＰＯを選択する。 

１.国際調査報告（I S R） 

 国際調査機関は、国際出願の請求の範囲について関連のある先    
行技術(国際出願日以前にどこかで公知となった技術)を発見する。 

 国際調査報告には、分類・関連する技術に関する文献、発明       
の単一性に関する注釈等が記載される。 

２.国際調査見解書（WOSA） 

    特許性（新規性、進歩性、産業上の利用可能性）を満たしているかの
見解が示される。 

国際調査機関による調査用写しの受領から３月または優先日から 
９月のどちらか遅い日までに作成される｡ 

２．ユーザーの声：国際調査報告 
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国際調査機関としてEPOを選択した理由  

14.1%

12.9%

12.9%

40.0%

40.0%

9.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

主要市場が
日本以外だから

国際調査の質が
高いから

日本よりも欧州各国の方が
優位な技術分野であるから

英語文献サーチの

信頼性が高いから

欧州特許庁への国内移行を
行う予定があるから

その他

２．ユーザーの声：国際調査報告 

調査手数料： 

JPO：７０,０００円   EPO：２０６，７００円（２０１３．３～） 
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国際調査報告の活用目的  

61.4%

15.3%

26.6%

1.9%

0.8%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

各指定国での権利化要否の
判断の材料として活用

国際段階での補正に活用

評価として参考程度に利用

（補正等については各国内段階で判断）

同様の技術分野の出願の
明細書や先行例調査方法に利用

その他

無回答

２．ユーザーの声：国際調査報告 
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19条補正の活用について  

61.2%

7.1%

22.6%

4.6%

3.8%

1.7%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

基本的に行わない

基本的に行う

新規性についてISRの結果が
否定的であった場合に行う

進歩性についてISRの結果が

否定的であった場合に行う

ケースバイケースで対応する

その他

無回答

２．ユーザーの声：１９条補正の活用 
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優先日から２８月又は 
予備審査の開始から 
６月のどちらか遅い日 
までに作成される｡ 

国際調査見解書を受けて明細書や図面の補正（３４条補正）ができる｡ 
補正後の国際出願の特許性について、改めて判断してもらえる｡ 
審査官との意見交換（対話）ができる｡ 

  出願人 国際予備審査機関 
(IPEA) 

34条 

補正 
答弁書 

予
備
審
査 

請
求
書 

＋ 

優先日から２２月又は､国際調査報告 
および国際調査見解書の送付日から３月の 
どちらか遅い日まで 

請求の 
期 限  

   国際予備報告（第Ⅱ章）  

（補正があればそれを踏まえて）特許性を満たして
いるかについての、審査官の予備的で非拘束的な
見解が示される。 

 

国際予備審査（出願人の任意手続） 

２．ユーザーの声：国際予備審査及び３４条補正 
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国際予備審査及び34条補正について  

57.7%

6.7%

31.2%

4.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

基本的に行わない

必ず行う

第34条補正を行いたい

場合に行う

その他

無回答

２．ユーザーの声：国際予備審査及び３４条補正 
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8.8%

75.5%

11.3%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

利用したいと思う

利用したいとは思わない

その他

無回答

２．ユーザーの声：国際補充調査 

国際補充調査について  
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国際調査見解書に対する 

非公式なコメント 

１９条補正 

（請求の範囲／１回） 各  

指  

定  

官  

庁 

国際事務局(IB) 

国際出願を取り下げる 

３４条補正 

（明細書・請求の範囲 

・図面） 

予
備
審
査 

請
求
書 

何もしない 

答弁書 

国際予備審査機関(IPEA) 

補正？ 

取下？ 

国際調査報告
（IS R） 

国際調査 

見解書
（WOSA） 

国際調査機関(ISA) 

出願人 

２．ユーザーの声 
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今日のトピック③ 

３．より良い制度とするために 
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各国間の審査結果の相違を解消し、世界で通用する安定した権利（強い権利）の設定が

必要 

即特許（拒絶理由が通知されずに特許されたもの） 

拒絶理由有り（文献無し） 

拒絶理由有り（国際調査機関が発見した文献のみ） 

拒絶理由有り（新規文献） 

各国の一次審査の結果 

国際調査機関が特許性ありと判断した出願に対する 

各国の一次審査の結果 

 国際調査において、国際調査機関が 

  特許性ありと判断しても、各国の審査段階

で新たな文献（米欧の英語文献等）が発見さ

れ拒絶理由が通知されるケースが発生。   

 その原因は、特許文献検索データベース

の相違、審査運用の相違など様々。 

（出典）特許庁作成 

（2009年11月の三極会合にて報告） 

48%  即特許 

1% 

新規文献で拒絶理由 24%   

16% 

7% 

11% 

25% 

13% 

66% 

62% 

6% 

20% 

19% 

38% 

7% 

36% 
57% 

39% 

73% 

4% 

日本が国際調査機関 

（日本が国際調査を作成） 

米国が国際調査機関 

（米国が国際調査を作成） 

1% 

27% 

３．より良い制度とするために（質の改善） 
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協働国際調査（パイロット・プロジェクト） 

３．より良い制度とするために（質の改善） 

複数の言語の庁により協働で国際調査報告や国際予備審査報告を作成 

料金は？ 言語は？ ISR 

IPER 
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３．より良い制度とするために（質の改善） 

特許審査ハイウェイのPCTへの公式統合 

 → “望ましい”・“検討に値する”・・・ ９０％ 

国際予備審査における追加サーチの実施 

 → “国際予備審査機関の義務として行うべき”・・・ ４２％ 

 → “追加サーチが有料であれば利用しない”・・・ ３３％ 

国際公開後の国際調査報告及び見解書の作成 

 → “望ましい”・・・ ３２％ 

サーチ履歴の公開 

   →  国際調査機関の多くが前向き 

米・英やEPOからの改善提案 



34 

３．より良い制度とするために（質の改善） 

指定官庁からのフィードバックの分析と分析結果の共有 

国際段階と国内段階の連携促進 

 他の国際機関が作成した成果物の指定官庁としての取り扱いをまとめたガイドラ
インの共有など 

基礎情報の拡充 

 指定官庁からの国内移行情報の提供推進、出願人の手引きの拡充、ISRのタイ
ムリーな提供に向けた期間管理のためのデータ等、基礎情報を一元的に把握 

グローバル・ドシエとＰＣＴとの有機的な連携 

 各庁のドシエ（包袋）情報等を仮想的に統合し、一元的なサービスを提供する共
通システム（グローバル・ドシエ）と、ISR等の国際段階のドシエ情報などをシームレ
スにアクセスできる共通ユーザーインターフェースの構築  

JPOによる改善提案 
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日本（６カ国） 

（日本語・英語） 

７０，０００円 

スリランカ 

欧州 

（英語・フランス語・ドイツ語・オランダ語） 

２０６，７００円（２０１３．３～） 

米国（２１カ国） 

（英語） 

約１７３，０００円 
韓国（１３カ国） 

 （韓国語・英語） 

約９６，０００円（英語） 

    約３３，０００円（韓国語） 

中国（９カ国・地域） 

（中国語・英語） 

約２６，０００円 

欧州各国 

ブラジル 

エジプト 

インドネシア 

イスラエル 

インド 

メキシコ 

マレーシア 

フィリピン 

ロシア 

ベトナム 

南アフリカ共和国 

ペルー 

チリ 

ジンバブエ ガーナ ケニア リベリア 

タイ 

中国 

北朝鮮 

モンゴル 

ニュージーランド 

シンガポール 

米国 

韓国 

オーストラリア 
バルバドス 

バーレーン ドミニカ共和国 

グアテマラ共和国 

セントルシア 

トリニダード・トバゴ 

日本 

オマーン 

アンゴラ 

他 

オーストラリア 

カタール セント・ビンセント 

五庁におけるPCT 
国際調査管轄状況 

３．より良い制度とするために（質の改善） 
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IBファイル保存場所 

ROファイル保存場所 

出願人 
ISAファイル保存場所 

ePCT 

３．より良い制度とするために（手続き面） 

国際段階にある手続き全体が管理で
きるように、出願人と特許庁／IBとの
間の単一で共通な電子的コミュニケー

ションの手段を提供 
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PCTに基づく規則の経過規定の適用の撤回 

１．国内移行期限を徒過した場合の救済規定 

  （2012年４月1日施行） 

２．引用補充 

  （2012年10月1日施行） 

３．優先権の回復手続 

   

３．より良い制度とするために（手続き面） 
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Ａ国特許庁 

Ｃ国特許庁 

国内移行不可 

国内段階 

国際段階 

受理官庁 

指定官庁 

３０月 

「相当な注意」基準 

権利回復 回復を認めず 

願書 

回復を認めず 権利回復 

「故意でないとき基準」 
の受理官庁 

国内移行 
30ヶ月内に国内移行手続しなかった場合 

見なし取り下げ（特許法第184条の4第3項） 

翻訳文 

審査 国内移行 

不可 

翻訳文 

審査 

日本特許庁 

翻訳文 

審査 

回復 

申請 

回復 

申請 

国内移行期限を途過した場合の救済 

３．より良い制度とするために（手続き面） 
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指定官庁 

（DO） 

指定官庁 

（DO） 

受理官庁 

（RO） 

国内官庁 

優先日 

指定官庁 

（DO） 

通常の国内移行 

（認定された 

国際出願日受入） 

・・・・ 

優先権主張を伴う
PCT出願 

（国際出願日） 

引用補充 

国際出願日 

はそのまま 

先の出願からの引用による欠落の補充 

３．より良い制度とするために（手続き面） 
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回復を認めず 優先権を回復 

「故意でないとき基準」 

の受理官庁 

回復の効果は「故意で 

ないとき基準」を採用する 

指定官庁のみに及ぶ 

受理官庁 (日本＋その他) 

優先権回復の
申請 

「相当な注意」基準 

回復の効果は 

全指定官庁へ及ぶ 

優先権回復 回復を認めず 

【優先権主張期間の途過】 

満了後２ヶ月以内 

【優先権主張の自動的維持】 

国際段階では優先権主張は
自動的に維持され、優先日は
無効とならない 

優先権回復の
申請 

指定官庁（日本） 

優先権の回復手続 

３．より良い制度とするために（手続き面） 
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歳入・歳出化 

出願人 

ＷＩＰＯ 

名義口座 
国庫 

国
際
出
願
料 

送
付
手
数
料 

調
査
手
数
料 

国
際
出
願
料 

調
査
手
数
料 

調
査
手
数
料 

（特
許
庁
以
外
の 

国
際
調
査
機
関
向
け
） 

現行制度 制度改正後 

WIPO 
国際事務局 

EPO 
国際調査機関 

WIPO 
国際事務局 

EPO 
国際調査機関 

国
際
出
願
料 

送
付
手
数
料 

調
査
手
数
料 

ユーザ負担 

複雑な納付手続 

国庫 

出願人 

国
際
出
願
料 

調
査
手
数
料 

我が国出願人の 

利便性向上 

・特許印紙貼付 

・特許印紙予納 

・現金納付 

・電子現金納付 

・口座振替納付 

３．より良い制度とするために（手続き面） 
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ご清聴ありがとうございました。 


